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１．イントロダクション
　企業の競争力は、イノベーションを創造する能力に大きく依存している。
特に、企業の技術能力は製品・サービスの開発と商業化において重要な役
割を果たす。このような能力は主に企業内部における研究開発活動を通じ
て高められるが、同時に、自身の研究開発資源を補完するためにR&D活
動の一部を外注することもできる。特に、パイオニア的な技術の開発にお
いては、企業外部の最先端の科学や技術知識を正確に把握することなしに
新しい技術を生み出すことが難しいため、国内外の大学、公的研究所、ほ
かの企業によって生み出された技術知識の利用が不可欠となる。つまり、
企業内における内部R&D活動と、外部組織とのR&Dアライアンスを通じ
た外部R&D資源の利用は、補完的に機能し、共に企業の技術能力の向上
に貢献する。
　近年、グローバル競争の進展に対処する方法の一つとして、外部R&D
資源の活用とオープンイノベーションに注目が集まっている。たとえば、
2016年に閣議決定された第５期科学技術基本計画はグローバル競争の激
化に伴いオープンイノベーションを推進することが重要となったことを強
調している2。この見方は海外の政策立案者によっても共有されている。
1 本稿は Honjo Y.（ed.） （forthcoming）『Competition, Innovation, and Growth in Japan』
Springer の Chap.7  R&D Alliances and the State of Market Competition を基に、翻訳・
加筆したものである。
2 内閣総理大臣の諮問により開かれる総合科学・イノベーション会議（The 
Council for Science, Technology and Innovation）は５年ごとに基本計画を策定する。
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例えばOECD（2008）は、企業が操業する厳しい国際競争環境においては、
知識は世界中をきわめて速いスピードで伝播し、製品ライフサイクルの短
期化が著しいと議論した。このような状況においては、企業は技術知識を
企業内部の資源だけでなく、複数の源泉から求めることによって一つの対
応策とすることができる。
　本論文は、企業の技術能力とR&Dアライアンスを通じた外部R&D資源
の利用との関係に着目し、さらに競争の状態がこの関係に与える影響につ
いて叙述的に検証する。第２節ではR&Dアライアンスを定義し、オープン
イノベーションについて代表的な先行研究のレビューをする。第３節では、
R&Dアライアンスの決定要因、企業パフォーマンスに対するR&Dアライ
アンスの影響、そして競争との関係について、代表的先行研究を検討する。
第４節では外部R&D資源の利用と、競争との関係について、日本の長期デー
タに基づく叙述的分析を行う。この分析はOdagiri and Goto （1996）の歴史
的研究における分析フレームワークに基づいている。そのため、技術獲得
のプロセス、技術能力の開発、産業の再編の視点から検証を行う。
２．オープンイノベーションとR&Dアライアンス
　近年よく用いられる『オープンイノベーション』という言葉はChesbrough
（2003）によって提唱され、『企業が技術を進歩させようとするときに、
企業内部のアイディアと同様に外部のアイディアも用いることができ、ま
た同時に企業内部を通じた市場化と同様に外部を通じた市場化も可能だと
いう考えを前提とするパラダイム』（Chesbrough, 2006, p.1より著者訳）と
して定義されている。オープンイノベーションは『クローズドイノベーショ
ン』という伝統的な垂直統合モデルと対比するために提示された。クロー
ズドイノベーションを指向する体制の下では、企業は主に内部R&Dに依
存する。このような企業は、社内に雇用した研究者によって、企業内部の
生産、マーケティング、流通施設を始めとする補完的資産の助けを借りな
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がらイノベーションを生み出そうとする。一連の努力は最終的に市場にお
いて利益に結び付く。ドイツ化学産業の大企業が保有する研究所、ゼネラ
ル・エレクトロニクスやAT&T ベル研究所はクローズドイノベーション体
制の代表例として挙げることができる。
　Chesbrough（2003, 2006）において、クローズドイノベーションは高コ
ストで非効率的なものとして主張されている。R&D人材の流動性が高ま
るにつれ、企業内部の研究所においてR&D人材を訓練し維持していくこ
とは高コストと認識されるようになった。大学や大学院で教育を受けた高
スキル研究者たちの増加は、バイオベンチャーや専業研究所での労働を促
すことで、R&D活動における分業を促進している。さらにプロダクトラ
イフサイクルの短縮化と、海外からの競争圧力の増加もまたこのトレンド
を補完した。このような状況下では、企業は企業内部のR&D資源だけに
依存するのではなく、外部R&D資源を活発に利用することによって利す
ることができる。また、十分に利用されていない企業内のR&D資源を外
部組織に売却することからも利益を得ることができる。つまり、オープン
イノベーションのコンセプトは、企業内部と外部の両方によって生み出さ
れたアイディアをより効果的な方法によって統合することを示唆する
（Chesbrough, 2003）。
　オープンイノベーションに関する研究は、従来からあるイノベーション
論と戦略論の研究分野に基づいている。Kovacs et al.（2015）は計量書誌的
手法を用いてオープンイノベーション研究の研究背景を検証した。Thomson 
ReutersのWeb of Scienceデータベースを用い、2003から2013年の期間の科学
的文献において『オープン』と『イノベーション』という言葉がタイトル、キー
ワード、要旨に含まれる358の研究を抽出した。次に、これらの研究が先行
研究として参照した11,873の文献を明らかにした。これらの研究テーマを見
ることで、背景となる研究分野を検出することができる。Kovacs et al. （2015）
は、オープンイノベーションに関連した研究は、大きく分けて『Cluster a - 
戦略的提携と外部ソーシング』、『Cluster b - ユーザー主導型イノベーション』、
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『Cluster c - 技術とイノベーションマネジメント』、『Cluster d - 企業の経営資
源と知識に基づく視点（Resource- and Knowledge-based view of the firm）』の４
つのクラスターに根差していることが分かった。
　もっとも引用されたクラスターは『Cluster a - 戦略的提携と外部ソーシ
ング』である。このクラスターは主にオープンイノベーションのうち、企
業外から企業内に向けたインバウンドの側面に注目するもので、具体的に
はR&Dアライアンスの決定要因や効果についての研究が含まれる。本稿
のテーマは、このカテゴリーに合致するものである。『Cluster b - ユーザー
主導型イノベーション』については、製品開発のエンドユーザー、ユーザー
コミュニティー、オープンソースソフトウェアの重要性などに焦点を当て
ている。つまり、ユーザー中心的イノベーションに関する研究を除くと、
オープンイノベーション研究の主流は、伝統的なR&D連携に関する研究
と同じ研究背景を共有していることが分かり、これを踏まえると、『オー
プンイノベーション』という用語は、R&Dアライアンスに関する問題と
置き換え可能であると考える。
　次にR&Dアライアンスの定義を確認したい。まずOdagiri（2002）は外
注R&D（procured R&D）のコンセプトを、R&Dプロセスにおける外部
R&D資源のすべての利用形態と定義している。企業はR&D作業の一部を
外部組織に外注することができる。データ入力のようなルーティーン作業
から、すでに得られた発明の知的財産の取引まで、様々な業務を外部から
購入することができる。アウトソーシング（outsourcing）、技術導入
（technology acquisition）、委託研究（commissioned research）、共同研究（joint 
research）という４つのタイプの外注R&Dのうち、アウトソーシングを除
く残り３つがR&Dアライアンスとして分類される。
　さらに４つのタイプの外注R&Dを識別するために、定義可能性
（definability）と予測可能性（predictability）の二つの軸を用いる。定義可
能性は外注される作業の複雑性によって決定される。業務が複雑であるほ
ど、業務を定義することが難しくなるため、契約締結に向けた準備作業が
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煩雑になると考えられる。さらに契約のタイミングに着目すると、既に獲
得済みの研究成果の取引のために契約書を作るほうが、現在進行中の研究
について契約書を作るよりも容易であると考えられる。
図１：外注R&Dの識別　－　定義可能性と予測可能性
               出所：Odagiri（2002）に基づき作成
　これら２つの軸（図１）を用いて、さまざまなタイプの外注R&Dを識
別することができる。一般的に、定義可能性と予測可能性が高いほど、外
部研究資源の取引は容易になる。たとえば、アウトソーシングは定型的業
務の外注であるため、作業の複雑性は相対的に低く、定義可能性と予測可
能性は高いと考えられる。
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　技術導入とは市場における技術の取引である。研究成果はすでに得られ
て特許化されているため、成果の定義可能性と予測可能性は高いと考えら
れる。しかし、獲得される技術が商業化までに更なる内部開発作業を必要
とする場合には、定義可能性と予測可能性は中間レベルであるかもしれな
い。このような例は、たとえばキャッチアップ期の日本企業による技術導
入の経験に見られる。
　対照的に、委託研究と共同研究の定義可能性と予測可能性は低く、これ
らにおける取引はアウトソーシングや技術導入の場合よりも難しいと考え
られる。委託研究においては、委託側（commissioning party）（A）は研究
費を支払い、受託側（commissioned party）（B）に事前に作成された契約
で定義された特定の任務を実行するよう依頼することができる。研究成果
の所有権は委託側（A）に属する。一方、共同研究では、複数の組織の研
究者たちが事前に決定された研究テーマについて協力・分担して研究を行
う。研究費は参加組織によって分担され、研究成果の所有権もまたこれら
の組織によって共有される。
　４つのタイプの外注R&Dのうち、共同研究の定義可能性と予測可能性
は最も低く、求められるR&Dマネジメントは最も複雑になる。参加企業
は常に他社によるフリーライドの可能性に脅かされることになる一方で、
共同研究は異なる組織によって保有される補完的な能力を利用するのに最
も効果的な方法でもある。その結果、キャッチアップ期における日本の経
験のように、既に獲得された既知の技術知識が必要とされる場合は技術導
入が効果的な方法として用いられるが、企業が技術フロンティアを探索し、
まだ他社によって利用されていない最先端の技術を作り出す必要がある場
合、その手法は委託研究や共同研究へシフトしていく。
　要約すると、R&Dアライアンスのコンセプトは、技術導入、委託研究、
共同研究という３つのタイプの外注R&Dを含んでいるが、定型業務の外
注を行うアウトソーシングはR&Dアライアンスとは捉えられない（Odagiri, 
2002）。
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３．R&Dアライアンスと企業
　企業の競争力はイノベーションを生み出す能力をその源泉とする。
特に、企業の技術能力は製品・サービスを改良・開発・商業化する際
に重要な役割を果たすものである。イノベーションを促進する制度的
フレームワークを検討する「国のイノベーションシステム」（Nelason 
and Rosenberg, 1993）の研究分野においても、技術能力の問題は中心
的課題となっている。Kim（1993）は技術能力を『技術を吸収し、利
用し、適用し、変化させ、創造する能力であり、これによって変化す
る経済環境に適応した新製品や工程を開発することが可能になる（著
者訳）』と定義している。さらに、Odagiri and Goto （1996）は、技術
能力を保有し、健全なアントレプレナーシップ（供給）が存在し、さ
らに十分な需要があることで、高い利潤の獲得機会を認識した企業の
活発な参入が促進されると議論している。結果として起きた競争は効
率性の追求を促し、最終的に経済発展へとつながっていく。つまり、
企業の技術能力は企業レベルの競争力に影響すると同時に、よりマク
ロ的な産業組織と経済発展にも影響する。
　企業による技術能力の向上は、主には内部R&D活動を通じて行われ
る。内部研究者の雇用、研究施設への投資を含む企業内部でイノベー
ションを生み出そうとする努力は、同時に企業の技術能力の成長を促
す。しかしこれは外部知識の活用が不要となることを意味しない。特
にパイオニア的技術の開発においては、国内外の大学、公的研究所、
他企業からの最先端の科学技術知識の正確な把握も必要とされるた
め、R&D活動を部分的に外注することで、外部から必要とする技術知
識を取り込む。つまり、企業による内部R&Dと外部R&D資源の利用は、
企業の技術能力の開発において補完的に機能する。
横浜市立大学論叢社会科学系列　2017：Vol.68　No.3
8
３．１　内部R&Dと外注R&Dの決定要因
　内部R&D資源と外部R&D資源の利用を等しく交換可能なものとして考
えることはできるだろうか？先行研究は、外部資源を効果的に利用する際
に企業が直面する二つの問題を提示している。第一の問題は、吸収能力の
保有である（Cohen and Levinthal, 1989, 1990）。外部資源を利用するとき、
企業は必要とする資源はどのようなものかについて認識し、適切な資源を
探索・評価する必要がある。さらに外部組織から得た資源は多くの場合そ
のまま利用できるわけではなく、追加的な適応と開発を経たうえで、最終
的な製品の商業化に結び付く。Cohen and Levinthal （1989, 1990）はこのよ
うな一連の任務に対応する能力を『吸収能力』と名づけた。さらに吸収能
力の高さは、企業の内部R&D活動によって蓄積された既存の関連知識の
レベルによって、副産物的に決定されると論じた。特に、大学のような研
究機関から得られた科学知識を、実用的目的に適用可能にするためには追
加的なR&Dの努力が必要になる（Odagiri et al., 2002）。つまり大学からの
技術知識の吸収を望む企業は、委託研究や共同研究を通じて単に知識を購
入、利用することはできない。企業は過去の内部R&D活動によって一定
レベルの吸収能力を保有している必要がある。
　二つ目の要因は、取引費用である（Williamson, 1975）。企業が市場取引
を通じて外部R&D資源を用いようとする場合、望ましい研究パートナー
や必要とする資源の保有者を探索し、選択する必要がある。パートナー同
士が協力をすることに合意すると、具体的な研究任務、研究成果の取り扱
い（例えば知的所有権の保有）、研究成果が得られなかった場合の条件、
不確実要因への対応に関して定義した契約書を作成する。これに伴い必要
となる資源は、計上可能な会計的な費用だけでなく、計上できない任務を
行うために使われた時間や努力などすべて取引費用として考えられる。
　前節の技術導入の場合のように研究成果がすでに得られている場合、定
義可能性と予測可能性が高く、契約書を作成することは比較的に容易であ
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る。一方、委託研究や共同研究の場合は、定義可能性と予測可能性が技術
導入と比べ低く、研究成果がまだ出ていない未実行の研究について契約書
を作成することは複雑な任務となる。取引費用が高い場合、企業にとって
内部R&D資源を利用する方が、市場取引を介して外部R&D資源を用いる
よりも利点が大きくなる。同時に、Williamson（1975）が指摘するように、
複数の関連部署を介して企業内部での取引を行うことにも組織費用がかか
る。内部組織費用は、市場を介さないことによる市場圧力の欠如や、部門
間の内部紛争など企業内部での効率的なやり取りを阻害する諸要因から生
じるものである。企業は想定される取引費用・組織費用と、それぞれの利
点を勘案したうえで、内部R&D資源と外部R&D資源の利用とのバランス
を見つけ出さなければならない。
　このため、Nakamura and Odagiri （2005）は日本の製造業企業14,000社の
包括的なデータを用いて、R&Dにおける企業の境界の決定要因を実証的
に検証した。企業の境界の考え方は、元来、製造の垂直連鎖における「内
製するか、外注するか（make or buy）」の意思決定について発展したもの
である。これを企業がR&Dに係る業務を外部組織に外注する際の意思決
定の分析にも応用することができる。
　具体的には、取引費用理論（Williamson, 1975）と能力理論（capability 
theory）という二つの基本理論が境界の決定に影響を与えているか検討し
ている。たとえば取引費用理論の適用においては、所有権の定義可能性と
予測可能性に着目する。知的所有権制度、特に特許には研究成果の内容と
所有権の所属先が明確に述べられており、特許を取引に伴うことで取引費
用が低下すると考えられるため、契約パートナー間の取引が促進されると
考える。
　他方、Penrose（1959）によって提唱された企業資源の理論がその起源で
ある能力理論を、R&Dにおける企業の境界について応用するため、上述し
た企業外部から技術知識を効果的に取り入れるために必要となる吸収能力
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を、企業能力の一部と考える。より高い能力を持つ企業は能力の低い企業
よりも、任務を迅速に安価に果たすことができることが多いため、能力の
低い企業は、能力の高い企業に能力を委任することにより費用を節約し便
益を受けると考えることができる。しかし同時に、企業が短期的な費用節
約効果だけを考えて研究任務をすべて外部組織に外注した場合、企業は長
期的には次第に吸収能力を失っていくことになる。能力理論の観点では、
このようなバランスがR&Dにおける企業の境界に影響を与えると考える。
　Nakamura and Odagiri（2005）の推定結果は、委託研究、共同研究、技
術導入の３タイプの外注R&Dの利用に対して、二つの理論が影響を与え
ていることを支持するものであった。企業能力の効果を検証するために、
企業規模、R&D集約度、多角化度、垂直統合度、所有、キャッシュフロー
の入手可能性などの様々な企業特性がテストされた。また、取引費用の影
響を検証するため、特許の専有可能性に着目した。特許の専有可能性が高
い時、発明の内容は完全に特許によって定義されており、特許が発明者の
権利を保護するための効果的ツールとして機能できているため、発明者は
より多くのイノベーションの利潤を獲得することが予想される。そのため、
このような特許は外注された業務の定義可能性と予測可能性を高めるため
取引費用は低下し、外注R&Dは増加するという仮定になる。まとめると、
広範な吸収能力を保有していることが、外注R&Dの利用を促すことが確
認された。一方、特許の専有可能性が高い場合、外部R&D資源の利用が
促されたことが確認され、この結果は専有可能性が高いことによって取引
費用が減少するという仮説と整合的であった。
３．２　企業のパフォーマンスに対するR&Dアライアンスの影響
　R&Dアライアンスを積極的に利用することによって企業のパフォーマ
ンスは改善されるのだろうか？ OECD（経済協力開発機構）を中心とした
国々の協調のもと行っている、民間企業のイノベーション活動に関する調
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査に、イノベーション調査（EU諸国ではthe Community Innovation Survey
と呼ばれる）がある。ここでは、この結果を利用した二つの実証分析を紹
介したい。第一に、Belderbos et al.（2004）は、1996年～ 1998年のオラン
ダ企業に関する調査結果を用い、異なるパートナーとR&Dアライアンス
を組むことが企業パフォーマンスに与える影響について検証した。パ
フォーマンスは労働生産性（労働者一人あたり付加価値）とイノベーショ
ン関連売上の生産性（労働者一人あたり「市場にとって新しいプロダクト
の導入」）によって計測される。また、アライアンスのパートナーとして、
競合他社、サプライヤー、顧客、大学と研究機関という４タイプを設定し、
これらをダミー変数によってあらわしている（特定のパートナーとアライ
アンスを結ぶときは１をとる。このときほかのパートナーとは０の値をと
る）。さらに、それぞれのパートナーとの協力から直接的に発生する効果と、
意図せずに得られたスピルオーバー効果との識別をしたほか、R&D支出
のインパクトも検討された。
　分析結果により、R&Dアライアンスが生産性の増加に貢献し、アライ
アンス・パートナーのタイプによって効果が異なることが明らかになった。
サプライヤーと競合他社とのアライアンスは労働生産性成長に対して正の
効果があることが確認され、これらパートナーとのアライアンスは費用の
削減に貢献するという考えを示唆する。一方、大学と研究機関および競合
他社との協力はイノベーション関連売上生産性に対して正の影響をもって
いる。この結果は、大学や競合他社とのR&Dアライアンスが需要拡大型
のイノベーションに貢献する可能性を示唆するものである。
　Laursen and Salter （2006）も同様にイギリスにおけるイノベーション調
査の結果を分析に用いて、R&Dアライアンスの企業パフォーマンスに対
する影響を検証している。被説明変数として、（1）「世界初の新しいプロ
ダクトの導入」の売上高、（2）「自社にとって新しいプロダクト」の売上高、
（3）「大幅に改善したプロダクト」の売上高を用いている。アライアンス
に関する説明変数としては、16のアライアンス・パートナーに関するダ
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ミー変数を足し合わせてBREADTHという変数を作っている。変数の値が
16をとる場合、企業は16のパートナーとアライアンスを組んでいるとい
うことになる。実証結果は、外部パートナーとのアライアンスの利用が、
各タイプのイノベーティブ売上高に対して正に働きかけることを確認し
た。さらにこの効果は、あるレベルまで増加し、次第に効果を弱めていく
逆U字型に起きることを示した。
３．３　競争政策のR&Dアライアンスに対する影響
　ここまで主にR&Dアライアンスと企業の特性に関する先行研究をレ
ビューしてきたが、この節では焦点をR&Dアライアンスと競争との関係
に移したい。R&D自体と競争との関係の場合と異なり、R&Dアライアン
スの形態と競争との関係についての先行研究は限定されている。先述した
Nakamura and Odagiri（2005）においても、産業構造がR&Dアライアンス
の集約度に与える影響について二つの可能性が指摘されている。第一は、
いわゆるシュンペータ仮説を当てはめて、市場集中度が高い場合イノベー
ションから得られる利益が大きくなるため自社内R&Dが促進され、同時
にこれと補完的関係にある外注R&Dもまた促進されるとする考え方であ
る。しかしシュンペータ仮説の実効性が疑問視されていることもあり
（Cohen, 1995）、また市場集中度をとらえる包括的データがないとして市
場構造の影響の検証は行っていない。第二に、市場構造が水平的な共同研
究に与える影響をあげている（De Bondt, 1997）。しかし、著者たちが行っ
た聞き取り調査によると、共同研究の多くが競合企業同士ではなく別産業
の企業同士や産学間で行われていることから、実証分析に取り入れられて
いない。
　さらに、競争の状態とR&Dアライアンスに関する分析ではないものの、
競争政策が米国のオープンイノベーションに与えた影響について議論した
Mowery（2009）も興味深い。これは米国の産業R&Dの構造における歴史
13
岩佐　R&D アライアンスと市場競争
的変化を概観したものである。なかでも、現在活発に提唱されているオー
プンイノベーションアプローチがR&Dマネジメントの歴史において新規
なものであるのかを再検討することに重点が置かれている。結論として
オープンイノベーションの多くの要素が、すでに米国の産業R&Dシステ
ムの発展段階から存在していたことを指摘した。19世紀末の第二次産業
革命によって、特に化学と電気機械産業の企業は、外注R&Dを経由して
独立研究所、独立発明家もしくは大学から技術知識を取り込むだけでなく、
自社R&D活動を増加させるようになった。特にパイオニア的役割を果た
したのがドイツの化学企業であり内部で開発した染料から大きな利潤を上
げ、米国企業はこれに続くことになる。企業の自社内R&Dの活発化によっ
て高い利益が生み出されたが、同時に『規模、マネジメント構造、製品ラ
イン、グローバル活動の範囲を変容させる製造業企業の広範なリストラク
チャリング』（p.2）が促された。
　米国企業は、ドイツ化学企業と同様に、独立R&D研究所の外部R&D資
源を継続的に利用すると同時に、内部R&Dを1940年以前まで増加させ続
けた。米国における競争政策の司法的解釈が1890年代から1910年代にか
けて厳しくなり始めていたため、価格と生産量のコントロールの維持を望
む企業は、これに対して合併を通じた水平的統合によって対応した。これ
に対して、政府が企業による水平的合併を用いた市場支配力の強化を制限
すると、企業は代わりに多角化を進めることで対応した。このとき、新し
いビジネスの源泉の探索は、企業の自社R&Dと外部R&D資源双方の利用
を増加させることによって行われた。1940年以前の段階では、米国の競
争政策はその厳格さの程度にかかわらず、米国企業のR&Dマネジメント
のスタイルには影響を与えなかった。一方、1890年から1910年の間の米
国特許政策の改変は、『オープンイノベーション』の促進にプラスに働き
かけた。また戦前期には政府が大学の運営に介入しなかったため、大学は
活発に産業部門と協力を行い産学連携が行われた。
　変化があったのは1940年代以降であり、競争政策の違いによりドイツ
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企業と米国企業のR&Dマネジメントスタイルに違いが生まれた。第二次
大戦後、米国の反トラスト政策が厳しく適用されたため、企業行動に不必
要な疑いをもたれないように、米国の大企業はイノベーションの源泉を企
業内部のR&D活動だけから求め始めるようになり、外部R&D資源の活用
を避けるようになった。企業によるR&D関連雇用のうち、代表的な外部
R&D資源である契約に基づき研究を行う専業研究所が占める割合は、20
世紀の間減少しつづけた。
　さらに1970年代の終わりに、米国の産業R&Dシステムの次の構造的変
化が始まり、内部R&Dへの強い依存から脱却し、外部R&Dの活発な利用
への移行が、再び起こった。多くの専業IT企業とバイオテクノロジー産業
の成功が、コンピュータ、製薬、半導体産業における「垂直特化（vertical 
specialization）」の進化に貢献した。このような企業によるイノベーション
プロセスは、ひとつの企業内での垂直統合よりも、市場取引を通じて結び
付けられるようになってきている。Mowery（2009）は、『この21世紀型
構造は、20世紀初頭の米国産業R&D構造の特性と似通っている（筆者訳）』
と議論した。米国における、この垂直特化へのシフトと、それによる外部
R&D資源への依存の高まりは、次第にヨーロッパや日本の電気産業にお
いても、1990年代末の間、そして2000年以降にみられるようになった。
　Mowery（2009）は、構造的要因とR&Dマネジメントの歴史的発展につ
いて説得力を持って論じた。しかし、著者の研究目的は、米国競争政策の
R&Dマネジメントに対する影響を説明することにあり、実際の競争の状態
が与える影響を見ることではない。戦後期の厳格な反競争政策は、米国市
場が競争的であることを必ずしも意味しない。しかし、仮にそのような厳
しい競争政策の適用が市場におけるより激しい競争をもたらすとすれば、
米国の経験は競争的市場がR&Dアライアンスに対して負の影響を与えたこ
とを示唆する。これはオープンイノベーションについて提唱されているこ
ととは逆のことになってしまう。次の節では、日本における1960年代以降
のR&Dアライアンスと競争との状態との関係について叙述的分析を行う。
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４．R&Dアライアンスと競争の状態
　この節では1960年代からの日本におけるR&Dアライアンスと競争状態
との関係について叙述的な分析を行う。分析はOdagiri and Goto（1996）
の歴史研究において提示されたフレームワークに基づいて行われる。著者
たちは、1876年の明治維新後の日本の発展経験を参照するケースを用い
ながら、技術的発展、産業発展を理解するための包括的なフレームワーク
を提唱した。これは、技術の獲得と、技術能力の開発が産業の再編と経済
発展につながるという考えに基づいている。
　この考えは、産業組織論の基本的な理論と、Lundval（1992）とNelson
（1993）によって提唱された国のイノベーションシステムの考えに基づく
ものである。３つの基礎的要因である技術能力、アントレプレナーシップ、
需要は、産業発展のスピードと方向性を決定し、また経済発展にもつながっ
ていく。基礎的要因に基づき企業の活発な参入と競争が促され、市場メカ
ニズムの効率性の改善に貢献する。
　競争状態とR&Dアライアンスの関係について因果関係を検証するため
には企業レベルの歴史的データが必要であるが、網羅的にこのようなデー
タを入手することは極めて難しい。そのため、本稿では1960年代から
2010年代までの50年以上をカバーする産業レベルの長期データを用い、
産業構造の経年的な変化について検討する。1960年代、日本経済は戦争
による荒廃からの急速な復興過程にあり、国内市場における満たされない
需要は、国内企業の活発な参入を促し、これによって激しい競争が起こっ
た。さらに、戦後期は貿易と対内直接投資（FDI）に制約があったため、
日本市場における競争は海外からの競争圧力が実質的に限定された中で開
始した。その後1960年代後半から始まった貿易とFDIの自由化に伴い、次
第に海外企業との競合が増していった。分析を産業レベルに制約し1960
年代からのデータを確認することで、このような国内外企業間の競争レベ
ルの長期的な変化を検証することが可能になる。
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４．１　戦後期における歴史的背景
　1946年、製造業の生産インデックスは、戦前のピークレベル（1934年
から1936年）と比べておよそ４分の１に落ち、また食料の供給も51％に
とどまった。生産施設（工場と機械）へのダメージは戦前レベルの３分の
１程度だったが、燃料、原材料、中間財の不足が生産活動の復興を制約し
た。そのため、戦後直後の経済状況は、供給が機能しておらず需要が満た
されていない荒廃した状況となっていた（Odagiri and Goto, 1996）。
　1950年代にはいり、日本は急速な成長を経験し始める。1950年代中頃
から1970年代始めの期間、約10％の経済成長が毎年観測された（Odagiri 
and Goto, 1996）。この急速な経済の拡張は企業の市場への参入を促し、競
争を刺激した。活発な参入が家電、自動車、鉄鋼、アルミニウム、石油化
学などの重要産業において見られた（Goto, 1993）。
　市場の急速な成長は、より高い利潤の獲得機会を求めて新しい製造施設
と新技術に対して投資するインセンティブを企業に与えた。同時に、企業
間の激しい競争によって、失敗した企業の市場からの退出が促された。戦
時中、海外からの技術輸入は禁止されていたため、企業は国内のR&D資
源に依存するしかなかったが、第二次大戦後、内部のR&D資源に加えて
活発に外部資源を求め、技術能力を高める機会を追求するようになった。
海外からの技術輸入はイノベーションの源泉として重要なものであった
（Odagiri and Goto, 1996）。
　企業が海外から技術を輸入する経路にはさまざまなものがある。まず、
輸入した機械・器具をリバースエンジニアリングすることによって技術内
容を学習することができる。また、ライセンシングや設計図の購入といっ
た技術導入を通じて外国技術を取り込むことができた。しかし、より複雑
で定義が難しい技術知識を移転するためには、外国企業とのより緊密な相
互関係が必要であり、たとえば日本の自動車企業の多くは熱心に欧米の自
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動車会社との技術アライアンス締結を求めた。さらに国際環境としては、
戦後の政治システムが財と技術の貿易促進に対して寛容なものであり、米
国やヨーロッパから日本への技術の輸入を補完的に支えた。1960年から
65年の間に、日本、フランス、ドイツの技術輸入への支払い合計は1.8倍
に達した（Odagiri and Goto, 1996）。
　しかし、活発な海外からの技術の獲得は1960年代終わりに鈍化した。
最初の理由は、ライセンス元の外国企業が日本に対して技術を一方的に輸
出することをためらうようになり、ライセンス先企業が保有する技術の提
供を代わりに求めるようになったことである。クロスライセンス数はこの
傾向を反映して増加し始めた。さらに、海外から技術導入によって獲得で
きる新技術が減少したことがある。日本企業にとって全く新しい技術が輸
入技術全体に占める比率は、1963年に65％だったが、1968年には30％に
減少した。1969年版の科学技術白書は、第二次大戦によって海外との技
術貿易ができなかった期間に開発された技術を導入できた時代の終焉を宣
言した（Goto, 1993）。米国やヨーロッパで開発された輸入可能な技術は、
すでに1960年代の終わりには利用しつくされていた。企業は単に外部技
術に依存することができず、外部のR&D資源を利用したとしても自社内
での研究開発を伴うようになっていった。この際、３つのR&Dアライア
ンスのタイプのうち、技術導入から委託研究と共同研究へのシフトが観察
されるはずである。
　日本企業における共同研究への習熟（familiarity）については、Goto（1993）
は1900年代始めの事業者団体による共同研究の例を紹介している。繊維
と陶磁器の事業者団体はメンバー企業間の共同研究を組織し成功した。こ
れらの目的は製品の品質を改善し輸出を増やすことにあり、公設試験場も
技術的な指導を行い協調に加わっている。このタイプの事業者組合によっ
て組織化された共同研究は、多くの産業において広く利用された。
　さらに、伝統的な日本の製造業企業によるマネジメントスタイルも共同
研究の促進に貢献した（Odagiri and Goto,1996）。垂直連鎖上の専業化は、
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ユーザーとサプライヤー企業間の共同研究につながった。たとえば製鉄製
造業者と造船業者間のように、ユーザーとサプライヤーの緊密な関係が成
立すると、取引費用は低減し、パートナー企業のR&D資源から便益を受
けやすくなる。公正取引員会によって1982年に行われた、電気・コミュ
ニケーション、自動車と部品、化学、その他素材の４つの産業における企
業間の共同研究についてのサーベイによると、回答企業の約半分が何らか
の形で共同研究に関わり、平均的には一社当たり8.7件の共同研究を行っ
ていることがわかった。さらに、1980年代に行われた共同研究のほとん
どは、ユーザー・サプライヤー間のものであり、競合他社との共同研究は
行われていなかった（六波羅, 1985）。
４．２　技術獲得と技術能力
　先述した日本における1960年代の技術獲得の歴史を踏まえたうえで、
1960年代～ 2010年代までの日本における状況について叙述的に検証する。
第一に、R&D費用を用いて企業による技術獲得のための努力について確
認する。次に単独および共同で出願された特許データを用いて、企業が技
術能力をどのようにして開発したかについて検討する。図２は、1961年
～ 2014年にかけての繊維、化学、製薬、製鉄・鉄鋼、機械・精密、電気、
輸送産業の内部R&D費用の変化を示している。前節で見たように、自社
内でのR&D活動は企業内部にあるR&D資源を成長させると同時に、外部
R&D資源の利用に必要となる吸収能力を高めることに貢献する。ここで
は、内部R&D費用が、技術能力を高めようとする企業の努力の代理変数
と考える。
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図2　1961年～ 2014年の産業別内部R&D費用
注：単位　100万円
出所：社内使用研究費（総額）科学技術研究調査各年版（総務省統計局）に基づき作成
　1961年、電気産業のR&D費用は最も高く、化学がこれに続いた。この
段階では費用規模の産業間の違いは比較的限られていた。たとえば、
1961年、繊維産業のR&D費用は７産業のうち最も低く、一方、最も高い
電気産業は繊維産業の約７倍の支出をしていた。その後、特に1980年代
から電気、化学、輸送、機械・精密産業は急速にR&D費用を拡大した。
2014年の電気産業のR&D費用は繊維産業の25倍になり、R&D集約的産業
とそれ以外の産業との格差は大きく増加した。そのため、外部R&D資源
からの技術獲得はR&D集約的産業では活発である一方で、非集約的産業
では相対的に低いレベルにとどまった。この理由の一つとして吸収能力の
違いを反映していることが考えられる。
　確認しておくと、R&D費用の大きさの違いはまず産業特性の影響が大
きい。これはイノベーションの源泉としての技術の相対的な重要性の違い
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があるためだ。たとえば、生産拠点を効率的に操業させることから得られ
る知識や、洗練された対面型販売から得られる知識のほうが、R&D活動
から得られた知識よりも、企業の能力の決定要因として重要な産業もある。
しかし、現在の企業全般としては、技術進歩の多くがR&D活動を通じて
生み出されている。そのため、産業ごとの相対的な重要性の違いはあるも
のの、技術能力の源泉としてR&D活動に着目することにはやはり意味が
あると言える。
　R&D活動を通じた技術能力向上の努力は成果に結びつくのだろうか？
技術能力のレベルが登録された特許数によって代理されると考え、さらに
内部R&D資源を用いて開発した能力は単独出願数、外部R&D資源を用い
て開発された能力は共同出願数によって把握することができると仮定す
る。ここでは、日本の知的財産研究所（IIP）によって作成されたIIPパテ
ントデータベース2015を用いてこれを検証する3。このデータベースは
1964年から2012年の出願年によって整理された登録特許によって作られ
ている。これは出願人、発明者、特許引用の情報を含むものである。
　図３の棒グラフの部分は、1964年～ 2012年において単独出願人（Sole）
と共同出願人（Joint）によって出願された登録特許数を示している。R&D
集約的産業（化学、機械、電気、輸送）は、1960年代から特許出願を増
加させたが、特に成長のスピードが1980年代に入ってから速まっている。
一方、繊維（図３ a）と鉄鋼（図３ c）の経年的な特許の登録状況は上記
の産業とは反対の方向に傾斜している。これら産業の特許申請はR&D集
約的産業と比べて相対的に早くピークに達し、その後次第にスローダウン
したことを示唆している。繊維のケースでは特許出願は最初のピークに
1973年に達し、その後次第に1980年代に回復し、二回目のピークに1990
年代半ばに達した。鉄鋼産業の特許出願は1980年代半ばにピークに達し、
それ以降継続的に数を減らしている。
3 このデータベースの詳細については Goto and Motohashi（2007）参照。
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図3：1964年～ 2012年単独および共同特許出願数、共同出願比率、輸入浸透率 
(a) 繊維
(b)化学
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(c) 鉄鋼
 
(d) 機械
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(e) 電気
 
(f) 輸送
 
出所：特許関連変数はIIPパテントデータベース2015を用いて計算した。輸入浸透率は（1）製
品出荷額：工業統計調査品目編（経済産業省）（2） 輸入額・輸出額（UN Comtrade http://
comtrade.un.org/）、（3）為替レート（日本銀行）
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　スペースの制約上掲載していないが、1964年から2012年の内部R&D費
用と単独特許出願をプロットしてみると、繊維産業を除き、R&D活動と
特許出願数の間に正の関係があることが確認される。この結果は、技術能
力を開発する努力が大きいほど得られる能力が大きくなるという考え方を
支持するものである。
　図３の棒グラフは共同特許出願数も示している4。単独出願の場合と異
なり、６産業の出願数は期間を通じて大きく変動しない。特許の数からみ
ると単独出願数の変動が大きく、共同出願は比較的安定している。一方、
共同出願比率5が折れ線グラフで示されている。2012年、最も高い共同出
願率は鉄鋼（13％）、繊維（12.1％）で観察される。これら２産業は単独
特許数が低く、共同出願率を算出する際の分母が小さいことから生じてい
る。この結果は、先行するR&D努力のレベルによって各産業の吸収能力
は経年的に異なるにもかかわらず、実際に利用される外部R&D資源の量
自体はいずれの産業においても比較的固定されていることを示唆する。図
４は1964年から2012年の内部R&D費用と共同出願数の散布図を示してい
る。繊維産業を例外として、結果として達成される吸収能力の高さを示す
と考えられる社内R&D額と、共同研究による研究成果を示す共同出願数
との間に正の関係があることを示している。
　共同出願数が比較的安定している理由を検討するためには、共同出願
パートナーのタイプ、企業の能力、産業特性をコントロールした上で詳細
な分析を行う必要がある。さらに、共同出願の特許情報を共同研究の代理
として用いることにも問題がある。第一に、共同研究のすべての研究成果
が特許化可能ではない点である。企業は特許を登録するために発明の内容
4 IIP パテントデータベースにおいて 1964 年～ 1970 年の共同出願数はゼロとなっ
ている。しかし、1971 年以降一定数の特許が共同出願されていることを鑑みると、
1964 年～ 1970 年は実際にはゼロではない可能性がある。
5 共同出願比率は以下のように算出した：共同出願比率（%）＝共同出願数／（共
同出願数＋単独出願数）× 100。
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を公開する必要があり、情報の漏出を恐れることから多くの企業は新しい
技術知識を企業秘密として保持することを選択する。また、登録特許は申
請後20年まで保護されるが、保護期間の間でも技術の性質がプロセス型
である場合特許侵害を察知するのは難しいなど、技術内容によっては特許
による保護が有効でない場合がある。第二に、発明者に大学の研究者が含
まれる場合、研究者が共同出願人として登録されることを選択しない可能
性がある。特に産学連携を促進するさまざまな制度の導入が行われた
1990年中頃まではその傾向がある。さらに、外注R&Dのうち、委託研究
と技術導入は共同特許出願によって把握することはできない。これらの動
向を分析に取り入れるためには、経済産業省によって行われている企業活
動基本調査など他のデータベースを参照する必要がある。
図４：内部R&Dと共同出願数の散布図1964年～ 2012年
(a) 繊維
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(b) 化学
v
 
(c) 鉄鋼
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(d)機械
(e) 電気
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(f) 輸送機械
出所：以下を用いて算出した（1） 特許： IIPパテントデータベース2015、（2） R&D費用: 社内
使用研究費（支出額）、科学技術研究調査各年版（総務省統計局）
４．３　産業構造の変化
　Odagiri and Goto（1996）は、産業の技術能力は産業再編のスピードと
方向性に影響すると論じた。ここでは1964年～ 2012年の特許申請の産業
構成の変化を確認したい。図５ a は特許申請数合計を用いて産業構成の変
化を示している。1964年、化学と電気産業は最も高い比率を占め、これ
に輸送と製鉄・鉄鋼が続いている。2012年、電気は最大シェアを維持し、
機械、輸送、化学がこれに続く。産業全体に占める比率が比較的高い産業
は50年間入れ替わりがないが、これら産業間の分布は変化した。電気産
業が26.6％から44.3％に比率を増した一方、機械の比率は17.2％から
22.1％に増加し、輸送の比率は9.6％から12.1％に増加した。しかし、化
学の比率が27.7％から11.9％に減少したほか、製鉄・鉄鋼は6.1％から3.1％
に減少した。
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　図５ b の共同出願に基づく技術構成については、1971年、最も高い比
率だったのは電気、化学、機械、製鉄・鉄鋼であった。対照的に、2012
年には電気が比率を25.6％から36.2％に、機械が15.9％から21.6％に、化
学が24.4％から15.5％、製鉄・鉄鋼は9.8％から5.1％に比率を変化させた。
共同出願からみた産業構成には経年的な変動があるものの、特許全体で見
た場合（図５a）に比べると動きは少ない。
　結論として、技術に関しては、日本における50年間の産業構成は比較
的安定的であり大きな変化はない。とはいえ、技術の相対的な重要性は期
間を通じて変化しており、電気、機械、輸送については増加傾向、化学、
製鉄・鉄鋼については減少傾向にある。共同出願の視点から見てみると、
過去50年間の変化はより安定的である。
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図５：特許申請数から見た産業構成1964年～ 2012年
（a） 全特許申請から見た産業構成：1964年～ 2012年
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（b） 共同出願数から見た産業構成：1971年～ 2012年
出所： IIP パテントデータベース2015から作成
　図６は上記産業における1962年～ 2013年のプライス・コスト・マージ
ンの変化を示している。プライス・コスト・マージンは（粗付加価値額 -
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現金給与総額）/製造品出荷額等によって算出される。データは経済産業
省によって実施された工業統計調査の各年データを用いた。特許申請数か
ら見た産業構成において比率を高めた産業は電気、機械、輸送であったが、
これらのプライス・コスト・マージンは50年間を通じて比較的安定的で
ある。一方、構成割合を下げた化学と鉄鋼は、期間を通じてより変動の大
きいプライス・コスト・マージンを示している。特に、2000年代初めの
減少は化学と鉄鋼双方で観察される。
図６：プライス・コスト・マージン1962年～ 2013年
 
注：プライス・コスト・マージンは（粗付加価値額 -現金給与総額）/製造品出荷額等によって
算出される。粗付加価値は以下の式に基づき経済産業省によって算出された：粗付加価値
＝製品出荷額－消費税を除く内国消費税額＋推計消費税額
出所：各年版の工業統計調査企業編（経済産業省）に基づき算出した。
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４．４　競争
　次に、日本における過去50年間の競争環境の変化と、特許の共同申請
によって示される外部R&D資源の利用との関係について検討する。荒廃
した経済状況から復興した、1960年代の日本企業は二種類の競争圧力に
直面した（Odagiri and Goto, 1996）。第一のタイプの競争は、国内市場に
活発に参入してくる国内企業との競争である。第二は海外の企業との競争
である。戦後、貿易と直接投資の双方において閉鎖された日本市場では、
海外企業の存在は明示的ではなかった。1960年代初め、政府はまず貿易
自由化、そして1960年代末からの対内直接投資を自由化している。しかし、
これら一連の自由化政策にもかかわらず、日本市場への浸透は外国企業に
とって困難であり、多くの産業において1990年代までこの状況が続いた
と考えられる。
（１）国内競争
　第一に、国内市場における国内企業間の競争環境と共同研究との関係に
ついて検証した。ここでは国内競争の状態を計測するために、工業統計企
業編から入手した産業ごとの企業数を用いた。より一般的には、国内市場
における競争レベルを検討するためには集中度指標が用いられている。工
業統計企業編においても、６桁品目分類についてのハーフィンダーール・
ハーシュマン指数（HHI）が入手可能だが、2002年以降のデータに限定さ
れており、長期的な競争環境の変化を見たい本研究の目的には不十分であ
る。そのため、データ入手の制約を鑑みて、各産業の企業数と企業数成長
率を用いた。
　表１は日本における1963年～ 2013年の企業数の平均成長率を示してい
る。この表は３つの期間に分割されている。これはデータに含まれるかど
うかの従業者数に関するルールの変更を反映したものである。最初の期間
1963-1967年と1970年は、従業者数４人以上の事業所情報を企業レベルに
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名寄せした情報にもとづき統計が構成されている。次に、第二期間1968
年～ 1979年、1980年～ 1989年、1990年～ 1996年においては、従業者数
20名以上の事業所によってデータが構成されている。第三期1997年～
2005年、2006年～ 2013年には再び従業者数４人以上の事業所によって
データが作られている。そのため、これら三つの期間は連続したデータセッ
トとして取り扱うことができない。
　1963年～ 1970年の間、成長率は産業ごとの変化が非常に大きい。最も
高い成長率は「家具・装備品」、「なめし革・同製品・毛皮」、「食料品飲料・
飼料・たばこ」、「金属製品」、「鉄鋼」などの産業において観察されている。
負の成長率を示した産業はなかった。次に、1968年～ 1979年の期間、成
長率は低下する。「木材・木製品」、「化学工業（医薬品を含む）」、「食料品
飲料・飼料・たばこ」は負の成長を示している。これは1973年オイルショッ
ク後の日本の高度成長期の終わりと、その後の変動為替レート制へのシフ
トを反映するものである。バブル経済の崩壊を反映し、更なる成長率の停
滞が1990年～ 1996年の期間においても観察される。この期間、すべての
産業は負の成長率を示した。1990年代終わりから2013年まで、ほぼ半分
の産業が正の成長率に戻った。特に電気と機械において顕著であった。
　表１は1960年代を通じて激しい国内競争があったことを示しており、
それ以降も（1990年～ 1996年の期間を除き）多くの産業において参入が
あったことが観察されている。企業数の増加は活発な国内参入を反映して
おり、貿易や対内直接投資が制約されている中で、この国内市場における
競争圧力は市場を効率的に維持するために貢献したと考えられる。
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表１　日本における企業数の平均成長率（単位：％）
 (1) 1963-1970 (2) 1968-1979 1980-1989 1990-1996 (3) 1997-2005 2006-2013
食料品飲料・飼料・たばこ 19.9  -0.1 -0.9 -7.6  0.1 -0.5
繊維（衣服を含む）  7.6  0.0 1.1 -7.0  -1.8 -2.2
木材・木製品  5.4  -0.6 -1.6 -6.8  -3.7 -3.4
家具・装備品  24.3  2.6 2.9 -10.3  -0.2 -0.2
パルプ、紙、紙加工品  11.0  2.1 2.5 -5.4  -1.1 -1.4
化学工業（医薬品を含む） 4.0  -0.5 -0.2 -1.5  1.2 0.5
石油製品・石炭製品  3.7  0.1 4.3 -0.1  1.2 0.3
ゴム製品  11.0  4.0 4.5 -2.4  1.8 0.0
なめし革・同製品・毛皮  21.0  3.6 0.5 -5.4  -1.2 -0.8
窯業・土石製品  14.8  2.1 2.1 -4.9  -1.2 -0.6
鉄鋼  16.4  5.9 5.0 -2.5  -0.2 -3.8
非鉄金属  4.5  4.7 4.2 -2.9  0.2 -2.1
金属製品  19.1  5.3 5.5 -6.2  0.0 0.4
機械器具・精密機械器具  6.9  5.6 4.5 -3.3  2.1 0.6
電気・電子・情報通信  7.8  7.9 4.0 -1.4  3.5 0.5
輸送用機械器具  11.0  1.8 1.5 -4.5  -0.1 -0.2
注：1963-1967・1970および1997-2013の数値は従業者4人以上の事業所に基づく企業数。
1968-1969, 1971-1996の数値は従業者20人以上の事業所に基づく企業数。これらを連続
したデータとして扱うことができないため３期に分けて表示している。
出所：工業統計調査企業編各年版（経済産業省）に基づき計算。
　さらに、表２に見られる日本における事業所数の成長率も興味深い。
1960年代を通じてほとんどの産業で高成長率が観察されたあと、いくつ
かは1970年代から次第にスローダウンした。1973年のオイルショックを
経て1979年～ 1983年の期間以降、大多数の産業において事業所数は減少
している。表１で観察された継続的な正の企業数成長率とあわせて考える
と、この事業所数成長率の減少傾向は日本企業が組織的効率性を追求する
ために、企業内部において再編成を行ったことを反映していると考えられ
る。
　また、スペースの制約上記載していないが、企業数と特許の単独・共同
出願数との関係について、長期的な関係をプロットすることによって叙述
的に検証した。要約すると、企業数と特許の間の関係は、1971年～ 1996
年の25年間にわたり比較的安定していたが、1997年以降、システマティッ
クな関係を見出すことがより難しくなっている。
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表２　日本における事業所数の平均成長率  （単位：％）
1960-
  1962
1963-
  1967
1968-
  1972
1973-
  1978
1979-
  1983
1984-
  1988
1989-
  1993
1994-
  1998
1999-
  2003
2004-
  2008
2009-
  2014
食料品飲料・
飼料・たばこ -2.1 21.5 -1.3 -1.1 -6.6 -0.1 -1.1 -0.7 -2.0 -1.3 -2.6
繊維
（衣服を含む） -1.2 8.4 0.3 -0.4 -6.5 -2.7 -2.7 -3.3 -6.8 -4.4 -4.7
木材・木製品 -0.9 5.9 -1.6 -2.2 -7.4 -3.4 -3.0 -4.9 -6.6 -5.2 -5.8
家具・装備品 -2.5 26.6 2.9 0.2 -9.4 0.2 -1.2 -1.5 -4.7 -3.3 -6.0
パルプ、紙、
紙加工品 9.6 9.1 1.5 0.7 -5.0 -1.9 -1.0 -0.9 -3.6 -2.6 -3.1
化学工業
（医薬品を含む） 0.4 3.3 -0.6 0.2 -0.3 0.9 0.0 0.9 -1.3 -0.4 -0.9
石油製品・
石炭製品 1.3 2.6 3.0 2.4 0.5 0.1 0.3 0.5 -3.3 -2.4 0.0
ゴム製品 2.2 10.6 5.6 2.8 -2.0 0.2 -0.3 -1.3 -3.0 -2.0 -2.7
なめし革・
同製品・毛皮 -3.0 22.9 2.6 0.6 -5.7 -0.9 -2.3 -3.4 -6.9 -3.2 -5.7
窯業・土石製品 1.6 15.5 1.9 0.6 -5.2 -1.2 -0.6 -1.1 -4.0 -3.3 -3.8
鉄鋼 26.1 6.8 6.9 3.4 -3.7 -3.0 -5.8 -2.4 -4.3 5.2 -0.7
非鉄金属 -2.6 6.7 6.1 2.0 -3.6 -1.4 -2.4 -1.4 -3.8 2.3 -2.3
金属製品 5.1 18.6 6.7 2.1 -5.9 0.2 -0.1 -1.1 -4.0 -1.8 -3.7
機械器具・
精密機械器具 3.2 8.3 5.5 1.9 -2.1 0.9 0.0 -0.4 -3.2 -0.2 -2.8
電気・電子・
情報通信 5.1 9.1 7.0 2.1 -0.3 1.9 0.0 -1.1 -3.6 -1.1 -3.3
輸送用機械器具 0.8 11.8 1.7 -0.2 -4.0 -0.5 0.8 -0.5 -2.1 -0.4 -2.3
注：1960-1962および1979-2014の数値は従業者4人以上の事業所。1963-1978の数値は従業
者１人以上の事業所。これらを連続したデータとして扱うことができないため分けて表示
している。
出所：工業統計調査品目編各年版（経済産業省）に基づき計算。
（２）海外競争
　海外からの競争圧力のレベルを計測することは複雑な問題を伴う。しか
し、海外競争の程度について示唆を与えると同時に、本分析で用いる長期
データに適用することができる指標が必要であり、ここでは1962年～
2014年の輸入浸透率（import penetration ratio）を分析に用いることにした。
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これは国内で入手可能な製品に占める輸入品の比率をとることによって算
出することができる：輸入額／（国内生産－輸出額＋輸入額）。輸入浸透
率が高いほど、市場におけるグローバル競争の相対的インパクトが強いと
いうことになる。Tomiumra（2003）は、輸入浸透率は市場の範囲の設定
の仕方に対して敏感に反応する、言い換えれば使用データの桁レベルに敏
感であると論じている。経済産業省によって行われている工業統計調査の
品目別の情報は６桁レベルになるが、これは非常に細かい分類であり、競
争レベルの長期的な変遷を概観するという本稿の目的と適合しないため、
２桁品目分類を用いることにする。工業統計調査における品目２桁分類は、
工業統計における産業分類と共通したコードを用いている。約50年間の
間には複数回の産業分類・商品分類の改定が行われ、これらを調整するた
め、複数の品目を長期間の整合性を維持するために併合する処理を行った。
このプロセスのあと、輸入浸透率を16分野について計算した6。
　長期にわたる輸入と輸出のデータはUN Comtrade （http://comtrade.un.org/）
のウェブサイトから入手した。標準国際貿易分類（Standard International Trade 
Classification ：SITC）revision 1における 商品分類ごとの輸入と輸出の取引
金額（$）が1962年～ 2015年について入手可能である。工業統計に対応
する分野を選択したうえで、取引価値を日本円に換算した。用いた為替レー
トは日本銀行の基準相場（米ドル）である7。
　1962年～ 2014年にわたる輸入浸透率は、ほとんどの分野において海外
6 Food, beverages, tobacco, and feed; textile mill products, clothing; lumber and wood 
products; furniture and fixtures; pulp, paper, and paper products; chemical and related 
products; petroleum and coal products; rubber products; leather tanning, leather products, 
and fur skins; ceramic, stone, and clay products; iron and steel; non-ferrous metals and 
products; fabricated metal products; machineries and precisions; electronics; transportation 
equipment
7 統計局からダウンロードすることができる（http://www.stat.go.jp/data/chouki/18.htm）。
より最近の為替レートは日本銀行のウェブサイトからダウンロードすることができ
る（http://www.boj.or.jp/statistics/pub/boj_st/index.htm/）。
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からの競争圧力が比較的低いまま維持されたことを示している。例外は繊
維であり、輸入浸透率は1980年代以降増加を続けている。1962年、石油、
食品、機械、非鉄金属、化学は相対的に輸入浸透率が高い分野であり、
1980年代までは大きな変化はなかった。しかし、1990年代以降、多くの
分野において輸出浸透率が急速に上昇した。2014年、家具、電気、機械、
木材、化学は25%を超える輸入浸透率を示している。背後にある要因とし
て、まず為替レートの影響を上げることができる。1949年以降、為替レー
トは１ドル当たり360円に固定されていた。その後、1973年の変動為替レー
トの導入は輸入浸透率を上昇させたが、分野ごとの相対的な順番に影響を
与えるほどではなかった。これは前節で述べた外国企業にとって日本市場
に参入することが長期にわたり困難であり、貿易と直接投資の自由化が政
策的に実施された後でも同様であったことと整合的である。しかし、
1994年に100円以下となった円の継続的な上昇は、輸出産業の生産拠点の
海外へのシフトを強いると同時に、輸入価格を大きく引き下げた（Odagiri 
and Goto, 1996）。輸入浸透率の1990年代の急速な上昇は、グローバル競争
からの圧力の増加を確認するものである。
　図３は輸入浸透率(IMPRT)と共同出願比率(joint_rat)を折れ線グラフに
よって示している。1964年、化学と機械産業の輸入浸透率は高く、競争
力の低さを反映して電気と輸送がこれに続いた。対照的に、鉄鋼と繊維の
比率はほかの産業と比べて比較的低かった。繊維産業の輸入浸透率は、
1980年代半ばから増加しはじめ、2012年に60%に達した。一方、共同出
願比率は10%前後で安定的であった。また、化学産業の輸入浸透率は1964
年以降増加しており、1990年代からペースを上げたことを示している。
2012年には、輸入浸透率はおよそ23%に達した。鉄鋼産業の輸入浸透率は、
他産業と比べ期間を通じて唯一低いままであり、2012年においても比率
は４%前後である。一方、共同出願比率は、他産業よりも相対的に高く、
2012年には全特許のうち12%が共同出願によるものだった。機械の輸入
浸透率は1964年には10%と高く、2012年には29%に達したことを示して
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いる。一方、共同出願率は安定的で約７%である。また、電気産業の輸入
浸透率は1990年代から急速に高くなり、2012年には25%に達した。一方、
共同出願率は安定的で６%前後であった。輸送の輸入浸透率は期間を通じ
て変動しており、共同出願率は1970年代半ばに急激な増加を示し、８%に
も達した。
　図７は６産業における1964年～ 2012年輸入浸透率と、共同出願率の散
布図を示している。グローバル競争の激化がオープンイノベーションの活
用に貢献するという近年の議論を鑑みると、海外競争の程度と、外部
R&D資源の利用との関係については、正であることが予想される。この
ような輸入浸透率と共同出願比率との間の比較的安定的な関係を、繊維、
化学、鉄鋼について見ることができた。しかし、機械、電気、輸送につい
ては関係を見ることができなかった。分野ごとの特性について確認すると、
繊維と鉄鋼はR&D非集約的分野である一方、化学、機械、電気、輸送は
代表的なR&D集約的分野である（図２）。これら産業のR&Dを通じた技術
能力の向上に向けた努力は、図４でみることができるように（繊維産業を
除き）成果へと結びついているようである。多くの企業にとって、繊維、
鉄鋼、輸送の成長率は1990年～ 1996年にかけてネガティブであり、一方
成長率は化学、機械、電気において1997年～ 2005年においてプラスであっ
た。そのため、図７の差異は、高い技術能力が産業再編と活発な外部
R&D資源の活用を促す基本的な要因である、という考えによっては説明
することができない。
　最初に述べたように、輸入浸透率は海外からの競争を代理する完全な指
標であるとは言えず、多くの要因の影響を受ける。第一に、国内産業の技
術能力が高まるにつれ、輸入浸透率は低下すると考えられる。国内産業に
おいて必要とされる技術レベルが高ければ、外国製品が国内市場に浸透す
るのは難しくなると想定されるためである。第二に、国内要素価格が低下
するにつれ、浸透率は低くなるはずである。低い要素価格は国内価格の低
下を促し、海外製品が国内市場に浸透するのを難しくする。第三に、関税
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障壁、非関税障壁が増加するにつれて、政治的に意図されたように浸透率
は低くなるはずである。最後に、高い輸入浸透率は、国内製品が輸入品に
よって置き換えられることを必ずしも意味しない。日本市場が最初に自由
化を始めた頃と比べ、ビジネス組織の在り方は年々より複雑なものになっ
ている。現在、多くの日本企業が垂直連鎖の一部をグローバル化している
ため、最終製品の製造が海外現地法人からの輸入中間財に依存している可
能性が高い。もしくは逆に、日本企業は中間財を輸出し、最終製品を海外
の現地法人から輸入しているのかもしれない。そのため海外からの輸入を
単純に国内製品の代替品として考えることが難しくなってきている。機械、
電気、輸送産業における逆輸入へのより強い依存が、共同出願率との間に
明確的な関係を認識するのを難しくしたと考えられる（図７）。
図７：輸入浸透率と共同申請比率の散布図：1964年～ 2012年
(a) 繊維
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(b) 化学
 
(c) 鉄鋼
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(d)機械
(e) 電気
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(f) 輸送機械
 
出所：特許関連変数はIIPパテントデータベース2015を用いて算出。輸出浸透率は以下を用いて
算出（1）製品出荷額：工業統計調査品目編（経済産業省 ）、（2）輸入額・輸出額：UN 
Comtrade（http://comtrade.un.org/）、（3）為替レートは日本銀行の基準相場（米ドル）
４．５　結論
　グローバル競争の高まりが喧伝される中、R&Dアライアンスを通じた
外部資源の効果的な利用の重要性が、政策立案者や研究者によって注目さ
れてきた。本稿は1960年代から2010年代の約50年という長期にわたる日
本企業による技術能力の蓄積と、R&Dアライアンスを介した外部R&D資
源の利用との関係について叙述的に検証した。さらに、特許の共同申請に
よって示される外部R&D資源の利用が、国内市場における内外との競争
の状態を始めとする構造的要因にどのように影響されるかについても検討
を加えた。
　ITやバイオテクノロジー産業における急速な発展は、企業の境界に対し
て影響を与え、垂直特化への移行を促し産業構造を変革させるとともに、
イノベーションの源泉として企業内部だけでなく企業外部のR&D資源を
活発に利用する必要性を高めR&Dマネジメントに対しても大きな影響を
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与えた。R&Dマネジメントシステムと産業構造はお互いに影響を与え、
共進化していく。しかし、Mowery（2009）によって指摘されるように、
この現象は新しいものではない。長期的な変化の把握を目的とするこの分
析の焦点は、R&D投資、単独・共同申請、企業数と輸入浸透率によって
示される国内外の競争変数間の関係に絞られている。Odagiri and Goto 
（1996）の分析フレームワークにもとづき、これらの変数の間の関係を注
意深く検証することによって、技術の獲得およびR&Dを通じたイノベー
ションへの取り組みが技術能力の開発に対して貢献していることが確認で
きた。R＆Dアライアンスとグローバル競争との関係については、いくつ
かの産業において比較的安定的な正の相関を見ることができた。しかし機
械、電気、輸送のようなR＆D集約的な産業においては関係性が見られな
かった。これは、この分析において取り入れることのできなかった影響力
のある要因の存在を示唆するものである。これら本研究では捉えることの
できなかった要因の検討については、個票レベルのデータを用いた今後の
より詳細な分析に残すことにしたい。
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